
■住宅における省エネ基準の変遷〈水栓に関連する住宅の省エネ基準の流れ〉
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住宅事業建築主の判断の基準

2009年 工業会の自主基準として節湯型機器を定義
節湯
Ａ

節湯
Ｂ

節湯
ＡＢ

住宅・建築物の省エネ基準(H25基準)

2013年 節湯水栓を定義
節湯
Ａ１

節湯
Ｃ１

節湯
Ｂ１

低炭素建築物認定基準

定量的評価項目：節湯水栓 を給湯の省エネ手段として認定

選択的項目：節水水栓 を節水に資する機器として認定

基準引用

住宅事業建築主基準

←本基準は2016年度中に廃止

←本基準は2016年度中に廃止

建築物エネルギー消費性能基準(H28基準) ※節湯水栓の定義に変更なし

節湯水栓
節湯
Ａ１

節湯
Ｃ１

節湯
Ｂ１

住宅トップランナー基準
基準引用



■改正建築物省エネ法の改正概要

出展：国土交通省HP資料

■新築の場合
法改正により、すべての新築住宅・新築非住宅に省エネ適合義務が課せられる。
基準適合義務の拡大に伴い、届出義務（第19条）は廃止。
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